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10.13.温室効果ガス等 

温室効果ガス等の予測及び評価については、「埼玉県環境影響評価技術マニュアル（第１版）

－温室効果ガス編－」（平成 21 年４月、埼玉県）に基づいて行った。 

なお、オゾン層破壊物質については、進出予定企業が未定のため、供用時の事後調査において

排出量及び回収等の状況を把握することとした。 

 

＜ 事業特性の把握 ＞ 

本事業の実施において想定される温室効果ガスの排出又は吸収に関係する影響要因について、

調査計画書及びその手続きにおいて選定された影響要因に加え、可能な限り抽出し、再整理した。 

再整理した影響要因は、表 10.13-1 に示すとおりであり、本事業の工事中においては、建設機

械の稼働、資材運搬等の車両の走行、存在・供用時においては、樹木の植栽、進出予定企業の施

設の稼働及び自動車交通の発生に伴う温室効果ガスの排出又は吸収を対象として、温室効果ガス

の影響について、予測及び評価を行った。 

 

表10.13-1 予測及び評価の対象とする影響要因の整理結果 

排出（吸収）区分

区分 想定される影響要因 
直接 間接 

対象とする

影響要因の

選定 

選定理由等 

建設資材等の調達  □ － 

排出量の把握が困難であり、事業者が排出量

削減のための対策を確実に実施できるか疑義

があるため、現時点では対象としない。 

建設機械の稼動 □  ● 燃料を使用する。 

資材運搬等の車両の

走行 
□  ● 燃料を使用する。 

廃棄物の焼却  □ × 廃棄物は焼却しないため対象としない。 

樹木の伐採 □  × 
計画地の現況は大半が水田であり、樹林地は

ないことから、対象としない。 

工事 

施設の耐用年数経過

後の解体・廃棄等 
□  － 

排出量の把握が困難であり、事業者が排出量

削減のための対策を確実に実施できるか疑義

があるため、現時点では対象としない。 

存在 樹木の植栽 □  ● 吸収源となる。 

施設の稼動 □ □ （●） 

自動車交通の発生 □  （●） 

立地する進出予定企業からの排出は事業者が

制御できないが、工事中に比べて排出量が多

くなることが予想されることから、参考とし

て対象とする。 

廃棄物の運搬  □ （－） 

供用 

廃棄物の焼却  □ （－） 

立地する進出予定企業からの排出は事業者が

制御できないため、対象としない。 

注1）排出(吸収)区分：□は該当する直接又は間接排出(吸収)の区分 
注2）対象とする影響要因の選定： 

●  調査計画書で選定したもの 
×  要因が想定されないもの 
－  要因は想定されるが、現時点の状況を踏まえ今回対象としないもの 
( )  事業特性から事業者が制御できないもの 
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10.13.1.予 測 

1)工事中における温室効果ガス等の影響 

(1)予測内容 

建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行に伴う温室効果ガス排出量及び削減の程度を予

測した。 

 

(2)予測方法 

予測は、建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴うエネルギー消費から求めた排

出量を合算した。 

予測は、表 10.13.1-1(1)に示すように、一般的な事業計画に基づく排出量（対策実施前）

と、その予測結果に本事業の定量的な環境保全措置を反映した排出量（対策実施後）とした。 

定量的な環境保全措置は表 10.13.1-1(2)に示すとおりであり、建設機械の稼働及び資材運

搬等の車両の走行に設定した。 

 

表10.13.1-1(1) 予測内容 

予測内容 対策実施前 対策実施後 

内 容 一般的な事業計画に基づく排出量 
対策実施前に本事業の定量的な環境保全措

置（表 10.13.1-2(2)参照）を反映した排出量

 

表10.13.1-1(2)工事中における定量的な環境保全措置（対策実施後に反映） 

区 分 環境保全措置 

建設機械の稼動 
・低燃費型建設機械の採用により、バックホウの燃料消費量を３％低減※

させる。 

資材運搬等の車両の走行 ・エコドライブの推進により、燃費を 10％向上※※させる。 

※【低燃費型建設機械の採用でバックホウの燃料消費量を３％低減】 

2005年に閣議決定された「京都議定書目標達成計画」の中で、低燃費型建設機械の普及率の2010年 

度目標値は30％であり、また、低燃費型建設機械の認定要件を満たした場合、燃費が約10％向上する 

と試算されていることを考慮し、以下のように設定した。 

・低燃費型のバックホウの採用率：バックホウの使用台数の30％ 

・燃費（原動機燃焼消費率）：従来型の10％減 

・燃料消費量３％低減      ：0.3×0.1×100＝３(％) 

※※【エコドライブで燃費10％向上】 

「ロジスティクス分野におけるCO2排出量算定方法共同ガイドラインVer3.0」（平成19年３月、 

経済産業省・国土交通省）によれば、エコドライブの燃料節減率の最大値は12.4％とされているため、

安全側にみて10％と設定した。 
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a)建設機械の稼働 

予測手順は図 10.13.1-1 に示すとおりである。 

建設機械ごとの定格出力、原動機燃料消費率に、工事計画に基づく延稼働時間を乗じて

燃料消費量を求め、これに単位発熱量及び排出係数を乗じて温室効果ガス量を算定した。 

建設機械の稼働に伴う燃料消費量は表 10.13.1-2 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10.13.1-1 建設機械の稼働に伴う温室効果ガス等の影響の予測手順 

 

表10.13.1-2 建設機械の稼働による燃料消費量等（工事期間中：54ヶ月間） 

燃料消費量 定格 

出力＊ 

原動機 

燃料消費率＊
延台数

1台あたり

稼動時間

延稼動 

時間 対策実施前 対策実施後

kW 1/kW/h 台 h/台 h kl 
建設機械の種類 

燃料 

種類 

① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=①×②×⑤/1000 

ﾂｲﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ機 

(ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.7m3) 
軽油 104 0.175   380 9  3,420    62 ※ 60 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.7m3) 軽油 104 0.175 2,780 9 25,020   455 ※441 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.45m3) 軽油  60 0.175 3,260 9 29,340   308 ※299 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.25m3) 軽油  41 0.175 1,380 9 12,420    89 ※ 86 

振動ﾛｰﾗｰ(10t) 軽油  77 0.152   400 9  3,600    42    42 

振動ﾛｰﾗｰ(1.5t) 軽油  10 0.152   600 9  5,400     8     8 

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ(10t) 軽油  71 0.100   200 9  1,800    13    13 

移動式ｸﾚｰﾝ(25t) 軽油 193 0.103 1,180 9 10,620   211   211 

ﾌﾞﾙﾄｰｻﾞ(16t) 軽油 100 0.175   800 9  7,200   126   126 

造
成
工
事 

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ(30t) 軽油 165 0.044   380 9  3,420    25    25 

ｱｰｽｵｰｶﾞｰ(25t) 軽油 112 0.089    30 9    270     3     3 

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ(30t) 軽油 165 0.044   480 9  4,320    31    31 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.4m3) 軽油  60 0.175    60 9    540     6 ※  6 

建
築
工
事 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 

(115m3/h) 
軽油 265 0.078    72 9    648    13    13 

合 計 － － － － － － 1,392 1,364 

注）※は低燃費型建設機械の採用を考慮し、対策実施前の燃料消費量を３％低減した値。 

資料：＊「平成22年度版 建設機械等損料表」（平成22年５月、(社)日本建設機械化協会） 

 

建設機械の種類 

工事計画 

出力、燃料消費率 

台数 

稼動時間 

燃料消費量 

（対策実施前、対策実施後）

単位発熱量 

排出係数 

CO2排出量 

（対策実施前、対策実施後）

環境保全措置による削減 
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b)資材運搬等の車両の走行 

予測手順は図 10.13.1-2 に示すとおりである。 

資材運搬等の車両ごとに、工事計画に基づく延台数、走行距離に、「温室効果ガス排出

量算定・報告マニュアル Ver.3.2」（平成 23 年 4 月、環境省・経済産業省）において最大

積載量別に設定された営業用車両の燃費を乗じて燃料消費量を求め、これに単位発熱量及

び排出係数を乗じて温室効果ガス量を算定した。通勤車両については、工事計画に基づく

延台数、走行距離に、「自動車輸送統計年報 平成 21 年度分」（国土交通省 HP）の１日１

車当たり燃料消費量と実働１日１車当たり走行キロから求めた燃費を乗じて燃料消費量を

求め、これに単位発熱量及び排出係数を乗じて温室効果ガス量を算定した。 

資材運搬等の車両の走行に伴う燃料消費量は、表 10.13.1-3 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10.13.1-2 資材運搬等の車両の走行に伴う温室効果ガス等の影響の予測手順 

 

資材運搬等車両の種類 

工事計画 

燃費 

（対策実施前、

対策実施後）

台数 

走行距離 

燃料消費量 

（対策実施前、対策実施後）

単位発熱量 

排出係数 

CO2排出量 

（対策実施前、対策実施後）

環境保全措置

による削減 
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表10.13.1-3 資材運搬等の車両の走行に伴う燃料消費量等（工事期間中：54ヶ月間） 

燃費 燃料消費量 
対策実施前 対策実施後

延台数 走行距離
対策実施前 対策実施後

km/l 台 km kl 
資材運搬等車両の種類 

燃料 

種類 

① ② ③ ④=③/①×②/1000 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(10～25t) 軽油 2.62＊  2.88 46,100 60 1,056   960 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(2～4t) 軽油 4.58＊  5.04  1,680 60    22    20 

大型ﾄﾗｯｸ(10～25t) 軽油 2.62＊  2.88  5,740 60   131   120 

大型ﾄﾗｯｸ(4t) 軽油 4.58＊  5.04  1,680 60    22    20 

生コン車(4～10t) 軽油 3.09＊  3.40  3,120 60    61    55 

散水車(4t) 軽油 4.58＊  5.04    840 60    11    10 

造
成
工
事 

通勤車両 ｶﾞｿﾘﾝ  9.35＊＊ 10.29  4,200 20     9     8 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(10t) 軽油 3.09＊  3.40  1,650 60    32    29 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(4t) 軽油 4.58＊  5.04     75 60     1     1 

大型ﾄﾗｯｸ(10t) 軽油 3.09＊  3.40    600 60    12    11 

大型ﾄﾗｯｸ(4t) 軽油 4.58＊  5.04    120 60     2     1 

生コン車 軽油 3.09＊  3.40  2,000 60    39    35 

ﾄﾚｰﾗｰ(20t) 軽油 2.62＊  2.88    110 60     3     2 

建
築
工
事 

通勤車両 ｶﾞｿﾘﾝ  9.35＊＊ 10.29  6,000 20    13    12 

軽油 － － － 1,392 1,264 
合 計 

ｶﾞｿﾘﾝ － － －    22    20 

注）対策実施後の燃費は、エコドライブの実施により対策実施前の燃費を10％向上した値。 

資料：＊「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルVer.3.2」（平成23年4月、環境省・経済産業省） 
＊＊「自動車輸送統計年報平成21年度分」（国土交通省HP） 
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(3)予測地域 

建設機械の稼働の予測地域は、計画地内とした。 

資材運搬等の車両の走行の予測地域は、計画地及びその周辺とした。 

なお、計画地は主に耕作地や草地で占められていることから、樹木の伐採は考慮しなかっ

た。 

 

(4)予測対象時期等 

工事期間中とした。 

 

(5)予測結果 

a)建設機械の稼働 

建設機械の稼働に伴う温室効果ガス排出量は、表 10.13.1-4 に示すとおり、工事期間を

通じて対策実施前が 3,600ｔCO2、対策実施後が 3,527ｔCO2と予測する。 

 

表10.13.1-4 建設機械の稼働に伴う温室効果ガス排出量（工事期間中：54ヶ月間） 

燃料消費量 CO2排出量 

対策実施前 対策実施後

単位 

発熱量＊
排出 

係数＊ 対策実施前 対策実施後

kl GJ/kl tC/GJ tCO2 
建設機械の種類 

① ② ③ ④=①×②×③×44/12 

ﾂｲﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ機 

(ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.7m3) 
   62    60   160   155 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.7m3)   455   441 1,176 1,140 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.45m3)   308   299   796   773 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.25m3)    89    86   230   222 

振動ﾛｰﾗｰ(10t)    42    42   109   109 

振動ﾛｰﾗｰ(1.5t)     8     8    21    21 

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ(10t)    13    13    34    34 

移動式ｸﾚｰﾝ(25t)   211   211   545   545 

ﾌﾞﾙﾄｰｻﾞ(16t)   126   126   326   326 

造
成
工
事 

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ(30t)    25    25    65    65 

ｱｰｽｵｰｶﾞｰ(25t)     3     3     8     8 

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ(30t)    31    31    80    80 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(0.4m3)     6     6    16    15 

建
築
工
事 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 

(115m3/h) 
   13    13 

37.7 0.0187 

   34    34 

合 計 1,392 1,364 － － 3,600 3,527 

注）燃料消費量は表10.13.1-2参照。 

資料：＊「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルVer.3.2」（平成23年4月、環境省・経済産業省） 
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b)資材運搬等の車両の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴う温室効果ガス排出量は、表 10.13.1-5 に示すとおり、工

事期間を通じて対策実施前が 3,651ｔCO2、対策実施後が 3,315ｔCO2と予測する。 

 

表10.13.1-5 資材運搬等の車両の走行に伴う温室効果ガス排出量（工事期間中：54ヶ月間） 

燃料消費量 CO2排出量 

対策実施前 対策実施後

単位 

発熱量＊
排出 

係数＊ 対策実施前 対策実施後

kl GJ/kl tC/GJ tCO2 
資材運搬等の車両の種類

燃料 

種類 

① ② ③ ④=①×②×③×44/12 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(10～25t) 軽油 1,056   960 2,730 2,482 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(2～4t) 軽油    22    20    57    52 

大型ﾄﾗｯｸ(10～25t) 軽油   131   120   339   310 

大型ﾄﾗｯｸ(4t) 軽油    22    20    57    52 

生コン車(4～10t) 軽油    61    55   158   142 

散水車(4t) 軽油    11    10 

37.7 0.0187 

   28    26 

造
成
工
事 

通勤車両 ｶﾞｿﾘﾝ     9     8 34.6 0.0183    21    19 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(10t) 軽油    32    29    83    75 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ(4t) 軽油     1     1     3     3 

大型ﾄﾗｯｸ(10t) 軽油    12    11    31    28 

大型ﾄﾗｯｸ(4t) 軽油     2     1     5     3 

生コン車 軽油    39    35   101    90 

ﾄﾚｰﾗｰ(20t) 軽油     3     2 

37.7 0.0187 

    8     5 

建
築
工
事 

通勤車両 ｶﾞｿﾘﾝ    13    12 34.6 0.0183    30    28 

合計 － － － － －  3,651  3,315 

注）燃料消費量は表10.13.1-3参照。 

資料：＊「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルVer.3.2」（平成23年4月、環境省・経済産業省） 

 

c)工事中における温室効果ガスの排出量及び削減の程度 

工事中における温室効果ガスの排出量の合計及び削減の程度は、表 10.13.1-6 に示すと

おりであり､対策実施前の排出量は 7,251ｔCO2、対策実施前の排出量は 6,842ｔCO2、削減量

は 409ｔCO2、削減率は 5.6％と予測する。 

 

表10.13.1-6 工事中における温室効果ガス排出量及び削減の程度 

CO2排出量 

対策実施前 対策実施後 
削減量 削減率 

tCO2 tCO2 tCO2 ％ 
区 分 

① ② ③=①-② ④=③/①×100 

合 計 7,251 6,842 409 5.6 

 建設機械の稼動 3,600 3,527  73 2.0 

 
資材運搬等の 

車両の走行 
3,651 3,315 336 9.2 
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2)存在・供用時における温室効果ガス等の影響 

(1)予測内容 

樹木の植栽、施設の稼働及び自動車交通の発生に伴う温室効果ガス排出量及び吸収量を予

測した。なお、立地する進出予定企業からの温室効果ガスの排出は事業者が制御できないた

め、参考扱いとする。 

進出予定企業の業種は、製造業のうち燃料消費量が多く最も温室効果ガスの排出量が多い

と考えられる石油製品・石炭製品製造業を想定した。 

 

(2)予測方法 

予測は、施設の稼働及び自動車交通の発生に伴うエネルギー消費から求めた排出量から樹

木の植栽に伴う吸収量を差し引いて算出した。 

また、表 10.13.1-7(1)に示すように、一般的な事業計画に基づく排出量（対策実施前）と、

その予測結果に本事業の定量的な環境保全措置を反映した排出量（対策実施後）を予測した。 

定量的な環境保全措置は表 10.13.1-7(2)に示すとおりであり、施設の稼働及び自動車交通

の発生について設定した。なお、施設の稼働及び自動車交通の発生からの温室効果ガスの排

出は事業者により制御できないが、進出予定企業に対して温室効果ガスの排出を抑制するよ

う指導することにより環境保全措置が達成されると想定した。 

 

表10.13.1-7(1) 予測内容 

予測内容 対策実施前 対策実施後 

内 容 一般的な事業計画に基づく排出量 
対策実施前に本事業の定量的な環境保全措置

（表 10.13.1-7(2)参照）を反映した排出量 

 

表10.13.1-7(2)存在・供用時における定量的な環境保全措置（対策実施後に反映） 

区 分 環境保全措置 

施設の稼動 
・施設の建設の際に、省エネ型照明や省エネ型設備等を積極的に採用する

ことで、エネルギー消費量を 5％削減※させる。 

自動車交通の発生 ・エコドライブの推進により、燃料消費量を 10％削減※※させる。 

※【省エネ型設備等でエネルギー消費量を5％削減】 

「工場の省エネルギーガイドブック2011-2012」（財団法人省エネルギーセンター）によると、省エネル

ギー診断による改善効果を平均省エネルギー率として算定している。これによると石油製品･石炭製品製造

業の平均省エネルギー率は7.5％程度となっていることから、安全側をみて5％と設定した。 

※※【エコドライブで燃料消費量10％削減】 

「ロジスティクス分野におけるCO2排出量算定方法共同ガイドラインVer3.0」(平成19年３月、経済産業省

国土交通省)によれば、エコドライブの燃料節減率の最大値は12.4％とされているため、安全側にみて10％

と設定した。 
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a)樹木の植栽 

予測手順は図 10.13.1-3 に示すとおりである。 

樹木の植栽に伴う温室効果ガスの吸収量については、緑化計画に基づき、計画地内に植

栽する高木の本数に、「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（平成 23 年４月、温室

効果ガスインベントリオフィス）に示されている高木１本あたりの年間バイオマス成長量

を乗じて算出した。 

高木本数と年間バイオマス成長量は、対策実施前・後共通で、表 10.13.1-8 に示すとお

りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10.13.1-3 樹木の植栽に伴う温室効果ガス等の影響の予測手順 

 

表10.13.1-8 高木本数及び年間バイオマス成長量 

本数 
高木１本あたりの 

年間バイオマス成長量＊ 
年間バイオマス成長量 

本 tC/本・年 tC/年 
植栽樹木 

① ② ③＝①×② 

高 木 1,345 注） 0.0091 12 

資料：＊「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」 

（平成23年４月、温室効果ガスインベントリオフィス） 
注）分譲緑地50ｍ2あたり、高木１本として算出。 

分譲緑地の面積は67,285ｍ2（表2.9.9-1の北側画地分譲緑地、南側画地分譲緑地の面積参照）。 

 

緑化計画 

植栽本数（高木） 

バイオマス成長量 

CO2排出量 
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b)施設の稼働 

予測手順は図 10.13.1-4 に示すとおりである。 

施設の稼働に伴う温室効果ガスの排出量については、石油製品・石炭製品製造業におけ

る敷地面積１haあたりの製造品出荷額及び製造品出荷額あたりのエネルギー消費量から敷

地面積あたりのエネルギー消費原単位を求め、これに進出予定企業の敷地面積を乗じてエ

ネルギー消費量を求め、さらに単位発熱量及び排出係数を乗じて算出した。敷地面積１ha

あたりの製造品出荷額は、「平成 13 年工業統計調査（用地・用水編）」（平成 15 年６月、

経済産業省）の延べ建築面積、延べ建築面積当たりの製造品出荷額及び敷地面積から算出

し、製造品出荷額あたりのエネルギー消費量は、「平成 13 年石油等消費構造統計」（平成

15 年３月、経済産業省）のエネルギー消費量（原油換算）を製造品出荷額で除して算出し

た。 

なお、「石油等消費構造統計」の調査は平成 13 年で終了しているため以降のデータはな

いが、平成９年から平成 13 年までの敷地面積あたりのエネルギー消費原単位の推移はほぼ

横ばいであったことから、対策実施前の原単位として使用できると判断した。 

敷地面積あたりのエネルギー消費原単位は表 10.13.1-9(1)～(2)、各区画のエネルギー

消費量は、表 10.13.1-10 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10.13.1-4 施設の稼働に伴う温室効果ガス等の影響の予測手順 

 

事業計画 

敷地面積 

敷地面積あたりの製造品出荷額 

製造品出荷額あたりのエネルギー消費量 

単位発熱量 

排出係数 

進出予定企業 

（石油製品・石炭製品製造業）

敷地面積あたりの 

エネルギー消費原単位 

（対策実施前、対策実施後） 

エネルギー消費量（原油換算）

（対策実施前、対策実施後） 

CO2排出量 

（対策実施前、対策実施後） 

環境保全措置による削減 
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表10.13.1-9(1) 敷地面積あたりのエネルギー消費原単位 

敷地面積* 
延べ 

建築面積* 

延べ建築面積あた

りの製造品出荷額*
製造品 

出荷額 

敷地面積あたり

の製造品出荷額

千 m2 千 m2 万円/千 m2・年 百万円/年 百万円/ha・年
業 種 

① ② ③ ④=②×③/100 ⑤=④/①×10 

石油製品・石炭製品

製造業 
52,354 2,060 443,908 9,144,505 1,747 

資料：＊「平成13年工業統計調査（用地・用水編）」（平成15年６月、経済産業省） 

 

表10.13.1-9(2) 敷地面積あたりのエネルギー消費原単位 

敷地面積あたりの 

エネルギー消費原単位 
エネルギー消費量* 

（原油換算） 

製造品出荷額あたりの

エネルギー消費量 
対策実施前 対策実施後 

千 kl/年 kl/百万円・年 kl/ha・年 

業 種 

⑥ ⑦=⑥×1000/④ ⑧=⑤×⑦ 

石油製品・石炭製品

製造業 
42,914 4.69 8,193 7,783 

注）対策実施後の敷地面積あたりのエネルギー消費原単位は、省エネ型設備等でエネルギー消費量を対策実施前から5％削減し

た値。 

資料：＊「平成13年石油等消費構造統計」（平成15年３月、経済産業省） 

 

表10.13.1-10 各画地のエネルギー消費量 

敷地面積あたりの 

エネルギー消費原単位 
年間エネルギー消費量 

対策実施前 対策実施後 

敷地面積 

対策実施前 対策実施後 

kl/ha･年 ha kl/年 

画地 業 種 

⑧ ⑨ ⑩=⑧×⑨ 

１号 8,193 7,783  4.56  37,360  35,490 

２号 8,193 7,783  4.05  33,182  31,521 

３号 8,193 7,783  3.41  27,938  26,540 

４号 8,193 7,783  2.53  20,728  19,691 

５号 

石油製品・石炭製品 

製造業 

8,193 7,783 22.72 186,145 176,830 

合 計 － － － 305,353 290,072 
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c)自動車交通の発生 

予測手順は図 10.13.1-5 に示すとおりである。 

自動車交通の発生に伴う温室効果ガスの排出量については、交通計画に基づき、１日あ

たりの発生台数から年間 365 日として求めた年間延べ発生台数に「自動車輸送統計年報平

成 21 年度分」（国土交通省）に示されている１日１車あたりの燃料消費量を乗じて算出し

た年間燃料消費量に、燃料別の単位発熱量及び排出係数を乗じて算出した。 

年間燃料消費量は、表 10.13.1-11 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10.13.1-5 自動車交通の発生に伴う温室効果ガス等の影響の予測手順 

 

表10.13.1-11 関連車両の発生台数及び年間燃料消費量 

1 日 1 車あたりの 

燃料消費量* 
年間燃料消費量 発生 

台数 

年間延べ

発生台数
対策実施前 対策実施後 対策実施前 対策実施後

台/日 台/年 1/台 kl/年 

区分 燃料 

① ②=①×365 ③ ④=②×③/1000 

貨物・営業車普通車 軽油   790 288,350 61.01 54.91 17,592 15,833 

旅客・自家用乗用車 ｶﾞｿﾘﾝ 1,966 717,590  4.13  3.72  2,964  2,669 

注）発生台数の根拠：表2.9.8-1参照（発生集中交通量） 

「貨物・営業車普通車」の発生台数は、貨物輸送及び業務関連車両の発生集中交通量の半数、「旅客・自

家用乗用車」の発生台数は、通勤車両の発生集中交通量の半数とした。 

資料：＊「自動車輸送統計年報 平成21年度分」（国土交通省HP） 
 

 

事業計画 

単位発熱量 

排出係数 

関連車両の発生台数 

1 日 1 車あたりの燃料消費量

（対策実施前、対策実施後）

燃料消費量 

（対策実施前、対策実施後）

CO2排出量 

（対策実施前、対策実施後）

環境保全措置

による削減 
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(3)予測地域 

計画地内とした。 

 

(4)予測対象時期等 

樹木の植栽の予測対象時期は、植栽樹木が十分に生育している時期とした。 

施設の稼働及び自動車交通の発生の予測対象時期は、進出予定企業の稼働が定常状態とな

る時期（平成 29 年以降）とした。 

 

(5)予測結果 

a)樹木の植栽 

樹木の植栽に伴う温室効果ガス吸収量は、表 10.13.1-12 に示すとおり、年間 44ｔCO2と

予測する。 

 

表10.13.1-12 樹木の植栽に伴う温室効果ガス吸収量 

年間バイオマス成長量 CO2吸収量 

tC tCO2/年 植栽樹木 

① ②=①×44/12 

高 木 12 44 

注）年間バイオマス成長量は表10.13.1-8参照。 

 

b)施設の稼働 

施設の稼働に伴う温室効果ガス排出量は、表 10.13.1-13 に示すとおり、対策実施前が年

間 789,326ｔCO2、対策実施後が年間 749,826ｔCO2と予測する。 

 

表10.13.1-13 施設の稼働に伴う温室効果ガス排出量 

年間エネルギー消費量注) CO2排出量 

対策実施前 対策実施後 

単位 

発熱量＊ 

排出 

係数＊ 対策実施前 対策実施後

kl/年 GJ/kl tC/GJ tCO2/年 
画地 業種 

① ② ③ ④=①×②×③×44/12 

１号  37,360  35,490  96,574  91,740 

２号  33,182  31,521  85,774  81,481 

３号  27,938  26,540  72,219  68,605 

４号  20,728  19,691  53,581  50,901 

５号 

石油製品・石炭製品 

製造業 

186,145 176,830 

37.7 0.0187 

481,178 457,099 

合 計 305,353 290,072 － － 789,326 749,826 

注）年間エネルギー消費量は表10.13.1-10参照。 

資料：＊「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルVer.3.2」（平成23年４月、環境省・経済産業省） 
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c)自動車交通の発生 

自動車交通の発生の走行に伴う温室効果ガス排出量は、表 10.13.1-14 に示すとおり、対

策実施前が年間 52,356ｔCO2、対策実施後が年間 47,124ｔCO2と予測する。 

 

表10.13.1-14 自動車交通の発生に伴う温室効果ガス排出量 

年間燃料消費量注) CO2排出量 

対策 

実施前 

対策 

実施後

単位発熱量＊ 排出係数＊ 対策 

実施前 

対策 

実施後 

kl/年 GJ/kl tC/GJ tCO2/年 

区分 燃料 

① ② ③ ④=①×②×③×44/12 

貨物・営業用普通車 軽油 17,592 15,833 37.7 0.0187 45,475 40,928 

旅客・自家用常用車 ｶﾞｿﾘﾝ  2,964  2,669 34.6 0.0183  6,881  6,197 

合 計 － － － － － 52,356 47,125 

注）年間燃料消費量は表10.13.1-11参照。 

資料：＊「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアルVer.3.2」（平成23年４月、環境省・経済産業省） 

 

 

d)存在・供用時における温室効果ガスの排出量及び削減の程度 

存在・供用時における温室効果ガスの排出量の合計及び削減の程度は、表 10.13.1-15 に

示すとおりであり、対策実施前の排出量は年間 841,638ｔCO2、対策実施後の排出量は年間

796,907ｔCO2、削減量は年間 44,731ｔCO2、削減率は 5.3％と予測する。 

 

表10.13.1-15 存在・供用時における温室効果ガス排出量及び削減の程度 

CO2排出量 

対策実施前 対策実施後 
削減量 削減率 

tCO2/年 tCO2/年 tCO2/年 ％ 
区 分 

① ② ③=①-② ④=③/①×100 

合 計 841,638 796,907 44,731  5.3 

 植木の植栽    ▲44   ▲44      0  0.0 

 施設の稼動 789,326 749,826 39,500  5.0 

 
自動車交通の

発生 
 52,356  47,125  5,231 10.0 

注）▲はマイナスを示す。 
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10.13.2.評 価 

1)工事中における温室効果ガス等の影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

工事中における温室効果ガス等の影響が、事業者の実行可能な範囲内でできる限り回避

され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準・目標等との整合の観点 

表 10.13.2-1 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との比較を行い、整合が図られて

いるかどうかを明らかにした。 

 

表10.13.2-1 工事中における温室効果ガス排出削減に係る整合を図るべき基準等 

項 目 整合を図るべき基準等 

「地球温暖化対策の推進に関する法

律」（平成 10 年、法律第 117 号） 

事業者の責務 

第５条 事業者は、その事業活動に関し、温室効果ガスの排出

の抑制等のための措置（他の者の温室効果ガスの排出の抑制等

に寄与するための措置を含む。）を講ずるように努めるととも

に、国及び地方公共団体が実施する温室効果ガスの排出の抑制

のための施策に協力しなければならない。 

日本建設団体連合会・日本土木工業協会・建設業協会の自主行

動計画目標（2012 年目標） 

CO2排出源単位：1990 年度比 12％削減 

 

ただし、「京都議定書目標達成計画の進捗状況」（平成 21 年

７月、地球温暖化対策推進本部）によると、2007 年度実績で

1990 年度比 12％を達成しているため、本事業では、対策実施

前の CO2排出量をさらに低減することを目標とする。 

「京都議定書目標達成計画」（平成

20 年３月改定） 

建設施工分野における低燃費型建設機械の普及 

・各主体ごとの対策 

建設事業者：低燃費型建設機械の使用 

 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

工事中においては、建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行に伴う温室効果ガスの排

出が考えられるが、表 10.13.2-2 に示す環境の保全のための措置を講ずることで、排出量

の削減及び地球温暖化への影響の低減に努める。なお、定量的に予測可能な環境の保全の

ための措置による温室効果ガス排出量の削減率は 5.6％であり、それ以外の定性的な環境

の保全のための措置を講ずることによりさらなる削減に努めていく。 

したがって、工事中における温室効果ガス等の排出は、事業者の実行可能な範囲内でで

きる限り低減されていると評価する。 
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表10.13.2-2 工事中における温室効果ガス等に関する環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 

検討の 

視点 
選定した環境の保全のための措置 

措置の 

区分 
実施主体 

・計画的かつ効率的な工事計画を検討し、

建設機械の稼動時間の短縮に努める。 
低減 

事業者 

進出予定企業

・建設機械は、低燃費型建設機械や省エネ

機構搭載型建設機械を使用するように努

める（現時点で認定されているバックホ

ウの目標採用率 30％） 

【予測結果に反映】

低減 
事業者 

進出予定企業

・建設機械のアイドリングストップを徹底

する。 
低減 

事業者 

進出予定企業

・建設機械の整備、点検を徹底する。 低減 
事業者 

進出予定企業

建設機械 

の稼動 

温室効果 

ガスの 

排出 

排出量 

の削減 

・建設機械の不必要な空ぶかしは行わない

ように徹底する。 
低減 

事業者 

進出予定企業

・資材運搬等の車両の計画的かつ効率的な

運行計画を十分に検討する。 
低減 

事業者 

進出予定企業

・資材運搬等の車両は、低燃費型車両を使

用するように努める。 
低減 

事業者 

進出予定企業
資材運搬 

等の車両 

の走行 

温室効果 

ガスの 

排出 

排出量 

の削減 
・資材運搬等の車両のエコドライブを推進

する（目標燃費 10％向上）。 

例）・アイドリングストップの徹底 

・不必要な空ぶかしは行わない 

・整備、点検の徹底 

【予測結果に反映】

低減 
事業者 

進出予定企業

 

 

b)基準・目標等との整合の観点 

工事中において、定量的に予測可能な環境の保全のための措置による温室効果ガス排出

量の削減率は5.6％であり、整合を図るべき基準等としたCO2排出量の低減が図られている。

また、表 10.13.2-2 に示したとおり、建設機械の稼働時間の短縮に努める等の定性的な環

境の保全のための措置を講ずることにより、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の事

業者の責務を遵守すると考える。 

したがって、工事中における温室効果ガス等の予測結果は、整合を図るべき基準等との

整合が図られていると評価する。 
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2)存在・供用時における温室効果ガス等の影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

存在・供用時における温室効果ガス等の影響が、事業者の実行可能な範囲内でできる限

り回避され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準・目標等との整合の観点 

表 10.13.2-3 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との比較を行い、整合が図られて

いるかどうかを明らかにした。 

 

表10.13.2-3温室効果ガス排出削減に係る整合を図るべき基準等 

項 目 整合を図るべき基準等 

「地球温暖化対策の推進に関する法

律」（平成 10 年、法律第 117 号） 

事業者の責務 

第５条 事業者は、その事業活動に関し、温室効果ガスの排出

の抑制等のための措置（他の者の温室効果ガスの排出の抑制等

に寄与するための措置を含む。）を講ずるように努めるととも

に、国及び地方公共団体が実施する温室効果ガスの排出の抑制

のための施策に協力しなければならない。 

温室効果ガスの削減目標 

・2020 年における埼玉県の温室効果ガス排出量を 2005 年度比

25％（1990 年比 21％）削減する。 「埼玉県地球温暖化対策実効計画」

（平成 21 年２月、埼玉県） 事業活動における省エネルギーの取組 

・省エネ機器や再生可能エネルギーの導入 

・エコドライブの実施  等 

「建設主が温室効果ガスの排出の抑

制等を図るために構ずべき措置に関

する指針」（平成 21 年７月、埼玉県

告示第 1051 号） 

建設主が講ずるよう勤めなければならない措置 

１ 建築物の新築等をする場合におけるエネルギーの使用の

合理化に関すること 

(1)建築物の熱負荷抑制 

(2)再生可能エネルギー利用 

(3)設備システムの高効率化 

(4)効率的運用 

「埼玉県地球温暖化対策推進条例」

（平成 21 年２月、埼玉県条例第９号）

エネルギー消費量が原油換算で 1,500kl 以上の事業者の義務 

・地球温暖化対策計画の作成、提出 

・地球温暖化対策実施状況報告書の作成、提出 

「エネルギーの使用の合理化に関す

る法律」（平成 20 年５月改正、法律

第 47 号） 

エネルギー消費量（原油換算値）が 1,500kl/年以上の事業者の

目標 

・中長期的にみて年平均値１％以上のエネルギー消費原単位の

低減 
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(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

存在・供用時においては、樹木の植栽に伴う温室効果ガスの吸収､施設の稼働､自動車交

通の発生に伴う温室効果ガスの排出が考えられるが、表 10.13.2-4 に示す環境の保全のた

めの措置を講ずることで、排出量の削減及び地球温暖化への影響の低減に努める。 

したがって、存在・供用時における温室効果ガス等の排出は、事業者の実行可能な範囲

内でできる限り低減されていると評価する。 

 

表10.13.2-4 温室効果ガス等に関する環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 

検討の 

視点 
選定した環境の保全のための措置 

措置の 

区分 
実施主体 

樹木の 

植栽 

温室効果 

ガス等 

の吸収 

吸収量 

の確保 

・植栽は、生物多様性の保持に配慮し高木だ

けでなく、中低木を組み合わせて最大限の

植栽を実施する。 

低減 事業者 

・進出予定企業に対し、施設の建設計画及び

設備計画にあたり、省エネルギー対策に努

めるように指導する。 

例）・施設の断熱構造化 

・LED 照明の使用 

・最新設備の導入 

・ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑの導入 

・再生可能エネルギー発電設備の導入

【予測結果に反映】

低減 進出予定企業

・進出予定企業に対し、「エネルギーの使用

の合理化に関する法律」の事業者の目標に

基づき、年平均１％以上のエネルギー消費

原単位の低減に努めるように指導する。 

低減 進出予定企業

・進出予定企業に対し、「埼玉県地球温暖化

対策推進条例」に基づき、地球温暖化対策

計画及び地球温暖化対策実施状況報告書

を作成し、知事に提出するように指導す

る。 

低減 進出予定企業

・進出予定企業に対し、平成 22 年３月（同

年７月改正）に策定された「埼玉県地球温

暖化対策に係る事業活動対策指針」に定め

られた各種対策を講ずるように指導する。

低減 進出予定企業

施設の 

稼動 

温室効果 

ガス等 

の排出 

排出量 

の削減 

・進出予定企業に対し、「埼玉県地球温暖化

対策に係る事業活動対策指針」に定める大

規模事業所に該当し、「目標設定型排出量

取引制度」の対象事業所となった場合に

は、指針に定める方法により目標を設定

し、排出量取引を含む方法により目標を達

成するように指導する。 

低減 進出予定企業

・関連車両は、低燃費型車両を使用するよう

に努める。 
低減 進出予定企業

自動車 

交通量 

の発生 

温室効果 

ガス等 

の排出 

排出量 

の削減 

・関連車両のエコドライブを推進する（目標

燃料消費量 10％削減）。 

例）・アイドリングストップの徹底 

・不必要な空ぶかしは行わない 

・整備、点検の徹底 

【予測結果に反映】

低減 進出予定企業
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b)基準・目標等との整合の観点 

存在・供用時において、定量的に予測可能な環境の保全のための措置による温室効果ガ

ス排出量の削減量は 44,731ｔCO2/年、削減率は 5.3％であり、表 10.13.2-4 に示したとお

り、進出予定企業に対し、年平均１％以上のエネルギー消費原単位の低減に努めるように

指導する等の定性的な環境の保全のための措置を講ずることにより目標値の達成に努める

ことで、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の事業者の責務を遵守すると考える。 

したがって、存在・供用時における温室効果ガス等の予測結果は、整合を図るべき基準

等との整合が図られていると評価する。 
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